
１．病床転換助成事業による助成を受けることができる者
質　問 回　答 備　考

　療養病床を有する医療法人が転換をすることな
く、系列の法人の転換とする際の扱いについて

　療養病床等を廃止する者（開設者）と介護保険施
設の新設又は増設を行う者が別の法人格である場
合、「開設者が行う転換」ではないため、病床転換
助成事業における助成対象とすることは困難であ
る。

Ａ病院：60床の療養病床
Ｂ病院：50床の療養病床
※両病院は同一医療法人ではなくグループとして連
携を図っている。

Ａ病院は、60床のみの介護療養型老健への転換では
経営が困難になる見通しであり、増床するにも現在
の敷地に空きが無く、施設が所在する市の景観条例
により階数の建増しも規制されている状態
Ｂ病院は、一般病床の他に50床の療養病床を持ち、
Ａ病院と同様に介護療養型老健への転換を予定して
いる。病棟が老朽化しており、１床あたり８㎡の改
修を行うと、現存の病床数を確保できない。

Ａ病院の敷地以外の別の場所に移転し、Ａ・Ｂ両病
院の病床数（60床＋50床）を集約し、110床の介護
療養型老健として転換する場合、このような転換は
交付金の対象となるか。

　病院及び診療所の開設者が病床転換を実施するも
のであることから、Ａ病院及びＢ病院ともに同一の
開設者であることが必要である。
　また、Ａ病院及びＢ病院において開設者（管理
者）が存在する場合、一方の開設者（管理者）が他
方の開設者（管理者）となることはできない。
　したがって、一方の開設者（管理者）が他方の病
院の病床を集約して介護療養型老健を設立した場
合、Ａ病院（又はＢ病院）が実施する単独の病床転
換事業となるので、当該病院における転換前病床数
が交付金の対象となる。

　賃貸物件への補助金交付の可否について、例え
ば、建物を賃貸して病院を経営している医療法人
が、当該建物を改修して病床転換を実施する場合、
補助対象となるか。

　本件の場合、賃貸借契約等において、建物を借り
ている医療機関の開設者が建物の改修や整備を負担
するものとされている場合に限り、病床転換助成事
業交付金の交付申請が可能である。
　その上で、財産処分に関しては、平成20年厚生労
働省告示第87号で規定されている処分制限期間内に
処分することとなった場合、交付金の返還の対象と
するなどの措置を講じられたい。

２．病床転換助成事業の対象となる病床
質　問 回　答 備　考

　療養病床を廃止時期から、期間をあけて介護保険
施設等へ転換した際の扱いについて

　療養病床の廃止から転換までの期間を有している
理由によるところもあるが、基本的には病床の転換
とは、既存の病床（廃止していない病床）を転換す
るものを介護保険施設等へ代えるものであることか
ら、廃止している病床をもって介護保険施設等に代
えることは「病床の転換」とはいえない。したがっ
て、「病床の転換」に係る整備費用に対する助成金
である当該交付金の対象とはならない。

　療養病床を廃止し、無床診療所となっている病院
が、入院部分を特養への転換を計画しており、今
後、改修を行う予定としている。このような場合、
療養病床が申請時点で廃止されている病床は交付金
の交付の対象となるか。

　病床転換助成事業申請時において使用許可を得て
いる病床であることが要件であるので、廃止された
療養病床である場合には、病床転換助成事業交付金
の交付対象とならない。
　ただし、休床中の医療療養病床であれば当該交付
金の交付の対象となる。

 療養病床や一般病床以外の精神病床や結核病床な
ども病床転換助成事業交付金の交付の対象となるの
か。

　精神病床や結核病床などは病床転換助成事業交付
金の対象とならない。
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　病院又は診療所において減少した病床数を上限と
する転換床数について

　医療機関が病床の転換に要する費用について助成
するものであり、転換前の病床数に対して交付金の
交付の対象となる。

　医療機関の開設許可事項の変更許可申請等とほぼ
同時期に介護保険施設等の事前協議が完了した後、
着工までの期間が空いた場合は転換となるのか。

　医療機関の開設許可事項の変更許可申請と介護保
険施設等の事前協議の間に空白の期間がなければ、
その後、介護保険施設等への転換事業まで空白の期
間があっても病床転換助成事業交付金の交付対象と
なる。

　以下の場合、結果として医療療養病床は減少せ
ず、一般病床を廃止しただけと考えられるため、高
齢者の医療の確保に関する法律附則第２条の規定か
ら、転換と考えることは不可と考えるが、その整理
でよいか。

　医療療養病床50床から老人保健施設又は介護療養
型老人保健施設への転換部分については、療養病床
を減少させるとともに、老人保健施設又は介護療養
型老人保健施設の新設により、病床の減少数に相当
する数の範囲内で入所定員が増加しているので、病
床転換助成事業となると考える。
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　一般病床と併せて転換する場合、療養病床ととも
に転換を図ることが合理的と考えられる場合とある
が、この合理的の意味は、あくまで入院患者の状態
に視点を置いた考え方か。転換後の医療機関の採算
性を考慮し、一般病床を併せて転換する場合も合理
的の範疇に入るか。

　その地域における適正な医療資源の確保及び医療
と介護の適切な機能分化が図られることが前提であ
るが、転換後の施設の採算性を一定程度考慮するこ
とも合理的の範疇になると考える。

20.10.22

　転換する医療療養の病床数が、全体から見て、わ
ずかな場合であっても、都道府県削減目標からみて
妥当である場合に、転換に該当するかどうか。
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　例１：地域での医療療養病床の削減目標　２床
　　　　転換計画医療機関の削減数　　　　２床
　医療療養50床のうち、２床と一般病床60床を併せ
て転換し、50名規模の老健へ→62床分の交付金の交
付対象と考えて良いか。

　一般病床を交付の対象とするかどうかについて
は、例えば療養病床と一般病床を有する有床診療所
において、少数の一般病床を療養病床と一体的に転
換することが合理的であると考えられる場合を主に
想定しており、例のように、主たる転換対象の病床
である療養病床の数よりも大幅に多い一般病床を療
養病床と一体的に転換する（しかも、48床の療養病
床を残す）場合には、転換の対象となることは想定
しておらず、このケースではまず医療療養病床50床
が転換されるべきと考えられる。

20.10.22

8-2

　例２：地域での医療療養病床の削減目標　　30床
　　　　地域における医療療養病床数　　 　200床
　　　　転換計画医療機関の医療療養病床数　20床
　地域全体の医療療養病床数における転換計画医療
機関の医療療養病床の占める割合が１割であること
から、削減目標の１割にあたる３床と一般病床を併
せて老健へ転換する→転換病床分の交付金の交付対
象と考えて良いか。

　病床転換助成事業交付金の交付の対象となる病床
については、地域や医療機関ごとに目標として割り
当てられるものではなく、申請された病床転換事業
が適正化計画の目標に照らして相違はなく、かつ、
予算の範囲内であり、そして当該病床転換が妥当な
ものであれば、申請した病床転換事業については、
助成事業の交付の対象としているところ。
　従って、地域全体の医療療養病床における転換計
画医療機関の医療療養病床の占める割合が１割であ
ることから、削減目標の１割にあたる３床と一般病
床を併せて転換し老健へ転換するという照会につい
ての意味は分かりかねるが、仮にその地域での医療
と介護の資源配分上、30床の転換が理想と考えられ
る場合において、転換申請が20床であった場合、そ
の数を交付対象として差し支えないと考えられる。

20.10.22
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 既存の一般病床を医療療養病床へ移行した後、移
行した医療療養病床のみを老人保健施設等へ転換す
る場合、今回の転換の概念に該当するか。

　医療療養病床から老人保健施設等へ転換する場合
には、転換助成金の対象としているところ。なお、
医療費適正化計画の期間の後半になるほど助成金の
駆け込み需要が想定されるため、今回の医療療養病
床からの転換に併せて、一般病床も一体的に老人保
健施設等へ転換される方がよいとも考えられる。

20.10.22

３．病床転換助成事業の対象となる施設
質　問 回　答 備　考

　床面積の経過措置を適用して療養病床を老健施設
に転換した後に、経過措置が切れる24年度末に改修
する際の扱いについて

　経過措置が終了するまでに老健施設に転換する限
りにおいて、当該交付金の助成対象となる。

　施設基準等の緩和について、創設、改築により新
たに建設される部分についても適用されるのか。
　緩和措置を適用して狭い施設基準等によって整備
することも可能であるのか。

　大規模改修されるまでの暫定的な措置であり、創
設、改築により新たに建設される部分には適用され
ない。

　老人保健施設の施設基準の緩和措置を利用して、
平成20年度に既存の療養病床数を老人保健施設に転
換し、平成23年度に当該転換した老人保健施設の療
養室の床面積を、経過措置終了後の施設基準に合致
するよう施設の改修等を行う場合、申請時点ではす
でに療養病床ではないため、病床転換助成事業交付
金の対象とならないこととなるが、そのとおり取り
扱うことでよいか。

　施設基準の一部の緩和を用いて老人保健施設等に
転換した療養病床への病床転換助成事業交付金の交
付については、交付の対象となる。

　100床の療養病床を持つ医療機関(甲)が次の手順
で介護老人保健施設へ転換する場合について
　①定員50人の介護老人保健施設(乙)を創設し、
(甲)の入院患者を稼働させる。
　②(甲)の建物は、躯体はそのままで、患者を移動
させながら段階的に屋内改修を行い、最終的に定員
50人の介護老人保健施設とする。

4-1
　(乙)の創設は、病床転換助成事業交付金の対象と
なる「創設」に当たるか。

　創設にあたる。

4-2
　病床転換助成事業交付金の交付申請は、(創設×
50床)、(改修×50床)で良いか。

　貴見のとおり。

　適合高齢者専用賃貸住宅に転換する場合、現入所
者を全数受け入れることは要介護度を考えると困難
であるが、この場合であっても転換対象となる既存
病床全てが助成対象となりうるか。
例)既存病床50床→適合高専賃50室（うち、既存の
入所者の受け入れは10名に限られる）

　既存病床全てが助成対象となる。

４．交付金の対象について
質　問 回　答 備　考
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　スプリンクラーの設置について

　スプリンクラーの設置については、
①病院では3,000㎡以上
②介護老人保健施設等では平成21年３月31日までは
1,000㎡以上、21年４月１日からは275㎡以上（ただ
し、21年３月31日時点で存在するものについては24
年３月31日までの猶予期間あり）
と義務化される基準が異なっているところであり、
療養病床から介護老人保健施設等への転換に際し
て、スプリンクラーを新たに設置しなければならな
い場合があり、転換する事業者に金銭的な負担が生
じることは認識しているところ。
　その事業者の金銭的負担の軽減を目的として、療
養病床転換の際のスプリンクラーの療養室への設置
を一部とする改修工事を行うことについて
①介護療養型医療施設から介護老人保健施設等への
転換の際には、地域介護・福祉空間整備等交付金の
交付対象とされており
②医療保険適用の療養病床から介護老人保健施設等
への転換の際においても、平成20年４月１日以降に
おいて、病床転換助成事業交付金の交付対象とする
ところである。

　老人保健施設に転換し高齢者を専門に入所させる
には高齢者対応になっていないトイレ、浴室を改修
しなければならないが、この場合、この改修は交付
金の対象となるのか。
　また、居室等の壁紙を老人保健施設にふさわしい
ものに変えた場合、交付金の対象となるのか。

　病床の転換を図るにあたり、病床の部屋の間取り
変更に伴う改修等を基本としており、病床の転換に
直接関係のないものは交付金の対象除外となる。
　ただし、当該トイレや浴室が老人保健施設の施設
基準上必要な措置であれば、当該交付金の交付の対
象となりうる。

　転換先の施設（特養）において、特殊浴槽の設置
を計画しているが、次の費用は交付金の対象となる
か。
　①特殊浴槽の購入費用
　②特殊浴槽の設置に係る改修工事費用

　病床転換助成事業は、病床の部屋の間取り変更に
伴う改修等を基本としており、病床の転換に直接関
係のないものは当該交付金の交付の対象から外れ
る。
　ただし、特殊浴槽が特養における浴室介護を必要
とする者が入浴するのに適したものであることなど
施設基準上必要な措置であれば、当該交付金の交付
の対象となりうる。

　医療療養病床を有する公立の病院があるが、現
在、全ての病床を休止中である。当該病院は、今後
民間の医療法人に全ての病床を譲渡する予定であ
り、譲渡を受けた医療法人が新たに社会福祉法人を
設立の上、休止中の病床を特別養護老人ホームに転
換する予定である。
　この場合、療養病床転換に係る介護保険事業計画
上の取扱（必要定員総数の外枠扱い）や各種支援策
の対象として差し支えないか。

　譲渡を受けた医療法人が新たに設立した社会福祉
法人が開設者として有する医療療養病床を特別養護
老人ホームに転換する場合においては、病床転換助
成事業の対象となりうる。

　介護保険における他の圏域や県外において、転換
後の施設を新設整備する場合は、転換助成事業の対
象として事業採択されるか。

　法附則２条には、病床転換助成事業は、都道府県
が当該都道府県における医療費の適正化を推進する
ため、当該都道府県内の区域内にある保険医療機関
に対し、転換に要する費用を助成するものと規定さ
れており、隣接都府県にはあてはまらない。
　ただし、同一の都道府県内であれば、介護保険に
おける他の圏域であっても対象となるが、他圏域で
ある場合、当該市町の保険計画及び本県介護保険事
業支援計画策定において広域調整が必要となる。

　病床転換を２段階で実施した場合の取扱いはどの
ようになるのか。（既存病棟全てが対象となりうる
か。）
例）現在医療療養病床100床
　　転換　22年度　20床分を適合高専賃に転換
　　　　　24年度　残り80床分を特養に転換

　既存病棟全てが対象となる。その際、病床転換助
成事業は工事完工年度ごとにおいて交付申請を行う
ことになることから、平成22年度及び平成24年度の
２回に分けて交付申請等の手続きを行うことにな
る。
　なお、病床転換助成事業交付金は、工事の進捗に
応じて各年度ごとに要した費用を支払うため、その
つど交付申請を行うことになる。
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　病床転換助成事業については、高齢者の医療の確
保に関する法律附則第２条で「当該保険医療機関で
ある病院又は診療所の開設者が行う病床の転換に要
する費用を助成する事業」と規定されている。
　また、「病床の転換」は、「医療法第７条第２項
各号に掲げる病床の種別のうち厚生労働省令で定め
るものの病床数を減少させるとともに、介護保健法
第８条第22項に規定する介護保険施設その他厚生労
働省令で定める施設について新設又は増設により、
病床の減少数に相当する数の範囲内において入所定
員を増加させること」と規定されている。
　つまり、「病床転換助成事業」とは「病院又は診
療所の病床を減少させ、それと同時期に介護保険施
設等を新設又は増設することによって、その減少さ
せた病床数に相当する数の範囲内で介護保険施設等
の入賞定員を増加させるために必要な費用を助成す
る事業」と解釈される。
　実施要綱では、老人保険施設への転換後、施設基
準を満たすための改修等を行う場合についても、病
床転換助成事業交付金の交付対象とすることとして
いるが、このような場合においては、新設又は増設
により老人保険施設を開設した時に既に「病床の転
換」がなされており、当該老人保健施設の施設基準
を満たすための改修等を要する費用は、減少させた
病床数に応じた入所定員の増加のために必要な費用
には当たらないため、病床転換助成事業の交付対象
とすることはできないと考えるがいかがか。

　療養病床から老人保健施設等へ転換した時点と、
改修整備工事等に要する費用が発生した時点がずれ
ていても、将来において改修整備工事等を行うこと
が前提となっており、期間内において実施時期が明
確に明示されている場合には、病床転換助成事業の
交付金の交付の対象とみなすこととしている。これ
は、法附則第２条の規定において「病床の転換（病
床数を減少させるとともに、省令で定める新設又は
増設により、病床の減少数に相当する数の範囲内に
おいて入所定員を増加させることをいう）に要する
費用を助成する」と規定されており、病床の転換が
行われれば、それに要する費用の発生時点がずれて
いても助成することが出来ると解釈しているからで
ある。
　なお、この場合には、老人保健施設等に転換する
前に、当該医療機関は都道府県に対して改修等を行
う予定時期及び交付希望年度、転換病床数、改修等
の整備内容などを各都道府県にて定める申請様式を
利用して書面にて報告し、これを受けて都道府県は
病床転換整備計画書にそれらの内容を記載の上、提
出するものとする。

20.10.21

５．交付額の算定方法
質　問 回　答 備　考

　病棟が無い事務棟や更衣棟を取り壊して、老健施
設を建てる場合、創設となるのか改築となるのか。

　改築扱いとする。

　病床転換助成事業において、増築はどの区分とな
るのか。例えば100㎡(50床)の医療療養病床を120㎡
(50床)の老健施設へ増築する場合について

　100㎡分については改修扱いとし、増築分(20㎡)
については創設扱いとする。

　医療療養病床と介護療養病床を一体で転換する場
合、それぞれの病床ごとに総事業費等を計算するこ
とが困難な場合は各病床数の按分でよいか。

　病床転換助成事業交付金及び市町村交付金の助成
を受ける場合には、総事業費等を医療療養病床に改
修等と介護療養病床に係る改修等を明確に区分する
必要がある（単純な按分ではない。）。

　医療療養病床(100床)の病院が、60床の老健施設
（病院改築）と29床のケアハウス（隣接地に新築）
とに転換する場合、転換前後の11床の差分は基準額
算定においてどのように取り扱うのか。

　転換前の病床数を比例配分する。例えば、
60床の老健施設(改築)⇒100床×60/89床≒67床×
120万円
29床のケアハウス(創設)⇒100床×29/89床≒33床×
100万円となる。

　交付対象が除外されている「門、柵、堀及び造園
工事並びに通路敷設に要する費用」について、転換
施設と従来施設をつなぐ「空中通路」は交付金の対
象となるか。
　※当該病院は（１階が診察部分、２階が入院部
分）は、２階入院部分を隣接している特養（２階建
て）施設の一部として転換を予定している。
　（特養の厨房からの）食事の配膳や（病院部分の
入所者の）リハビリテーションのための移動のた
め、２階同士をつなぐ空中通路を設けることを検討
している。（１階部分は診察部分として利用するた
め、移動等のための廊下とすることが困難）

　病床転換助成事業は、病床の部屋の間取り変更に
伴う改修等を基本としており、病床の転換に直接関
係のないものは当該交付金の交付の対象から外れ
る。
　ただし、当該空中通路が転換に伴う改修等の一部
であれば、交付金の交付の対象となりうる。
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　「改築」工事に関して、①スプリンクラーの設置
に要する費用、②病室（療養室）の改修は行わない
が、機能訓練室、談話室、食堂、厨房（調理室）等
の改修工事を実施する場合などは、当該交付金の対
象となるか。

　病床の転換を図るにあたり、病棟の部屋の間取り
変更に伴う内部改修整備や改築整備を基本としてお
り、病床の転換に直接関係のない工事は、病床転換
助成事業交付金の交付対象から外れることとなる。
　ただし、主たる整備工事である内部改修工事や改
築工事に伴う整備工事の一環として、食堂や機能訓
練棟などの改修、改築整備を行う場合は、病床転換
助成事業交付金の交付の対象となりうる場合があ
る。

20.10.20

６．その他
質　問 回　答 備　考

　転換助成事業は平成24年度末までの時限措置であ
るが、平成24年度内に完成させる必要があるか。又
は24年度内に着工することでも支障がないか。

　前期高齢者交付金及び後期高齢者医療の国庫負担
金の算定等に関する政令(平成19年政令第325号)第
５条の規定において平成25年３月31日までと規定さ
れており、同日までに事業を完了させる必要があ
る。

　平成20年10月15日付保険局長通知「病床転換助成
事業の実施について」の別紙「病床転換助成事業実
施要綱」第２（５）中「一定の期間」の期間とは。

　別紙「病床転換助成事業実施要綱」第２（５）中
「一定の期間」とあるのは、「６月間」とする。
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